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第68回東北・北海道地区大学等高等・共通教育研究会参加報告
棚　橋　浩太郎
家　髙 洋
木　戸　紗　織
１．研究会の概要
日　時：平成30年８月23日（木）・24日（金）
会　場：室蘭工業大学 
参加者：棚橋浩太郎・家髙洋・木戸紗織
内　容：
全体テーマ「転換期における大学改革と今後の共通教育の挑戦」
全体会Ⅰ　基調講演「室蘭工業大学の一般教養科目について
−工学部から理工学部へ，そして地方人材育成−」
（講師　室蘭工業大学 理事・副学長　溝口光男）
分 科 会　第１分科会「共通教育のミッションの再定義」
第２分科会「グローカル市民を育てる教育とは」
第３分科会「カリキュラム改革とFD／SDの実践」
全体会Ⅱ　事例報告「内なるグローバルと共通教育
−言語・文化教育を柱として−」
（講師　慶応義塾大学 経済学部教授　境　一三）
２．報告事項
（１）研修会参加者は119名だった。
（２）分科会は、第１分科会に家髙、第２分科会に木戸、第３分科会に棚
橋がそれぞれ参加した。
（３）第２分科会では、木戸が「『地域医療を支える人材の育成』のための
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［報告］
第二外国語教育　−コミュニケーションを観察し、自言語への気付
きを促す試み−」と題して話題提供を行った。
３．参加報告 
（１）全体会Ⅰ　
基調講演「室蘭工業大学の一般教養科目について
−工学部から理工学部へ、そして地方人材育成−」
本基調講演は、室蘭工業大学の一般教養科目の変遷を主軸にしながら、
この変遷を促した諸事情（国立大学についての政策、北海道の人口・産業
等の諸状況、室蘭工業大学自体の改組再編等）についても述べているが、
本報告では、主に一般教養科目の特徴とその変化を取り上げる。なお、講
演者は、室蘭工業大学の理事・副学長の溝口光男氏であった。
室蘭工業大学は、1949年に新制国立大学として設置され、１学部４学科
で始まり、1979年までに学科新設増で 11学科まで規模を拡大した。その
後、1990年に大学院博士後期課程の設置とともに６学科へ改組再編した。
なお、この時期において卒業に必要な単位数は一般教育科目36単位、外
国語科目８単位、保健体育科目４単位、専門教育科目76単位の合計124単
位と定められていた。
1991年の大学設置基準の大綱化以降、各大学では大学改革が活発化し、
その方向が多様化した。
室蘭工業大学では、1994年に共通教育に当たる一般教育課程を改組し共
通講座を設置した。これにより、一般教育科目等の科目区分を廃止し、共
通教育を複眼的な視点から専門教育（「主専門教育」）を補完するための教
育と位置付けて「副専門教育」に変更した（この「副専門教育」の科目は、
外国語科目を含む教養系科目であった）。また、一般教育教員を専門学科
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へ分属し、全学応援によって副専門教育を行う体制を整えた。そして2006
年には共通講座を廃止して全学共通教育センターを設置し、共通教育の責
任体制を明確化した。
以上の一般教育（共通教育）の改組再編における特徴は、教養系科目を
副専門教育として全学生に必修としたことである。たとえば、2008年度の
副専門教育科目は以下の通りであった。
１年次には、全学生が文系科目も理系科目も必修で、各４単位を習得す
る。
そして、２〜３年次は、４つの副専門コース（「環境と社会」「市民と公
共」「人間と文化」「思考と数理」）から１つを選択必修して、14単位を習
得する。
この副専門コースにおいて「環境と社会」を選択すると、２年次には、
文系科目（「社会環境基礎論」「基礎文化論（文化論）」）と理系科目（「環
境生物学（生物学）」「環境有機化学」）を履修する。つまり、一つのテー
マを文系理系の複眼的な視野から学ぶのである。さらに、３年次では文系
科目（「環境経済論（経済学）」「社会環境アセスメント論（社会学）」を履
修する。２年次に学んだ知識をさらに深く専門的に学ぶ機会が学生に与え
られている。そして、４年次にも文系科目（ゼミナール「環境と社会」）
が開講されており、希望者が受講できるようになっている。
以上のように「副専門教育」において文系科目を幅広く学ぶだけでなく、
（学生が希望すれば）卒業時まで深く学ぶことができるのが、室蘭工業大
学の副専門教育の特徴であった。
このような手厚い副専門教育は、学生の評価もよく、主専門教育の教員
もそれなりに評価をしていたが、近年、その規模が縮小しつつある。次表
は、一般教育科目等の単位数の推移である。
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以上のような副専門教育の減少（一般教育科目の減少）の主な理由は、
第一に、副専門コースを維持するには非常に多くの教員が必要であり、非
常勤講師に頼る部分も多いこと、第二に、国立大学の財政が厳しい昨今で
は、規模の小さい単科大学としてはその維持が難しいこと、第三に、専門
についての基礎教育の開始時期を早める必要があること等である。
このような状況を踏まえ、2018年度の副専門教育は、以下のように行わ
れている。
共通科目としては、導入科目（文科系４単位・理科系１単位）が必修で
あり、総合科目（４単位）、「外国語科目（10単位）」、「地域科目（２単位）」
「実習系科目」が開講されている。また、コース別科目としては「経済と
社会コース」「市民と公共コース」「こころとからだコース」「人間と文化
コース」から１つのコースを選択する（各８単位）。2008年度の副専門コ
ースの約半分になっていることがわかるであろう。
だが、室蘭工業大学の副専門教育の変化はその規模の縮小だけではない。
2015年度に「地（知）の拠点大学による地方創生事業」に採択されたこと
に合わせ、地方人材育成のための「地方創生人材育成プログラム」が現在
実施されている。
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1990－1993
1994－2005
2006－2008
2009－2013
2014－2018
2019－
年　　度 一般教育（体育も含む） 外 国 語
専門科目
（１年以降の全科目） 卒業要件
40
28
28
24
22
16
8
8
12
10
10
9
76
88
90
92
94
104
124
124
130
126
126
129
このプログラムは、地域教育、地域課題教育に関する科目群で構成され
たプログラムで、地域教育に関する科目としては「地域社会概説」「胆振
学入門」「環境科学入門」「地域再生システム論」等の12科目が開講されて
いる。（「環境科学入門」等の）主専門科目だけでなく、（「胆振学入門」等
の）副専門科目、つまり、一般教養科目も地域を知るための重要な役割を
果たしている。
＜所感＞
ところで、講演者の溝口氏は「おわりに」のなかで「新しい時代におけ
る教養教育の在り方について」（平成14年２月21日開催の中央教育審議会
における答申）を紹介している。
教養とは、個人が社会とかかわり、経験を積み、体系的な知識や知恵を
獲得する過程で身に付ける、ものの見方、考え方、価値観の総体。中教
審では、変化の激しいこれからの新しい時代に求められる教養の要素と
して次の５点を重視した。
１．社会とのかかわりの中で自己を位置付け、律していく力、向上心や
志を持って生き、より良い新しい時代の創造に向かって行動する力
２．我が国の伝統や文化、歴史等に対する理解を深めるとともに、異文
化やその背景にある宗教を理解する資質・態度
３．科学技術の著しい発展や情報化の進展に対応し、論理的に対処する
能力や、これらのもたらす功罪両面についての正確な理解力、判断力
４．日常生活を営むための言語技術、論理的思考力や表現力の根源、日
本人としてのアイデンティティ、豊かな情緒や感性、すべての知的
活動の基盤としての国語の力
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５．礼儀・作法など型から入り、身体感覚として身に付けられる「修養
的教養」
これらを総合的にとらえて総括すれば、新しい時代の教養の全体像は、
地球規模の視野、歴史的な視点、多元的な視点で物事を考え、未知の事
態や新しい状況に的確に対応していく力。こうした教養を獲得する過程
やその結果として、品性や品格などの徳性も身に付く。
中教審の「教養」は、大学の１年次あるいは１〜２年次で習得すること
ができないような非常に高度な事柄であるが、このような「教養」の規定
を、「教養」の一つの「理想」であると考えるならば、その理想に向かう
第一歩の教育を大学で行おうとすることは可能かもしれない。このことを
室蘭工業大学のかつての副専門教育は実施しようとしていたと考えられる。
そもそも室蘭工業大学で副専門教育が採用された理由は、「単科大学では
学生の多様性がどうしても失われがちになるので、専門の工学だけでなく
副専門で多様性を広げていく」ことが狙いであったという（友野, 2010, p.76）。
工学は自然科学をベースにしつつ、人文科学、社会科学を含んだ総合科
学であるという分野の性格上、多様性が求められるのであり、また、社会
との関係性も強いダイナミックな学問であると同時に、社会がいかに工学
をコントロールするのかということも課題になっているのである（友野,
2010, p.76）。
この副専門教育の特徴の一つは、３年次前期まで必修の科目が組み込ま
れていることである。大学の１〜２年次でのみ行われるような「教養」科
目とはコンセプトが異なっているのであって、このことは「副専門」とい
う名称にも表れている。
工学は、（前述のように）社会との接点のなかで行われる学問である。
− 74 −
棚橋浩太郎・家髙 洋・木戸　紗織
専門性が高まるほど、工学的知識や技術をいかに社会に実装するのかとい
う問題が顕在化する。それゆえに、専門性をある程度学んでこそ、副専門
における知識が活用され、また副専門をより深めようという意欲も湧いて
くるようである。たとえば、2008年度には「現代憲法演習」などの文系ゼ
ミが４年次に開講され、11名が受講し、卒研レポートを提出した（友野,
2010, p.76）。
このような副専門教育が縮小した事実とその理由についてはすでに記し
た通りであり、この趨勢を変えていくことは難しいだろう。
だが、工学のように社会と接点がある学問、例えば医療系の学問を専門
に教える場合に、室蘭工業大学の副専門教育の基本的な発想は、依然とし
て有効であると考えられる。つまり、高学年においても（社会科学や人文
科学等の）異分野の授業が必修で組み込まれているならば、１〜２年次に
学修した「教養」科目に対して、別の、そしてより具体的で明確な関心を
学生に起こさせ、「学び」の機会を与えるのではないだろうか。
このように学年に応じて教養教育の内容を変化させて継続するというこ
とは、「幅広い知識の習得」という目的には適わないかもしれないが、深
い複合的視座を体得するということが可能になるように思われる。
参考文献
・友野伸一郎（2010）．対決！大学の教育力. 朝日新聞出版.
（２）分科会
第１分科会「共通教育のミッションの再定義」
まず、第１分科会の趣旨を紹介する。
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「ミッションの再定義」とは、国立大学の機能強化を図ることを目的
として各大学の強み・特色・社会的役割（ミッション）を整理したもの
です。平成25年から各国立大学が方針を公表しています。特に、このミ
ッションは専門教育に注目しており、研究水準、教育成果、産官学金連
携の客観的データに基づき制定されています。しかしながら、専門教育
のミッションに比べ、まだ国立大学も私立大学も社会環境の変化に対応
してどのような共通教育を構築していけばいいのかコンセンサスがない
のが実情です。「総合的判断ができ、新しい課題探究を続けるべく能動
的学修ができ社会の要請にこたえる人材」を育てるのか、それとも従来
どおり「幅広い教養を備えた倫理感あふれる責任ある個人」を育ててい
くのか、あるいはそのどちらも探究すべきなのか、各機関の共通教育担
当の教員は悩みつつ日々教育に勤しんでいることでしょう。第１分科会
では、各機関での取り組みを紹介していただき、新しい時代にふさわし
い共通教育のミッションとは何か、ということを考えていきたいと思い
ます。
第１分科会の目的は、「新しい時代にふさわしい共通教育のミッション
とは何か」ということを考えることにある。
共通教育のミッションとして「総合的判断ができ、新しい課題探究を続
けるべく能動的学修ができ社会の要請にこたえる人材」を育てるのか、そ
れとも従来どおり「幅広い教養を備えた倫理感あふれる責任ある個人」を
育てていくのか、あるいはそのどちらも探究すべきなのか、という具体的
な問いが趣旨で提示されているが、第１分科会の話題提供はこの目的の考
察よりもむしろ、各機関での取り組み（実践）の紹介が多かった。
だが、このような話題提供の傾向自体に、「新しい時代にふさわしい共
通教育のミッション」という問題設定自体を再考する機縁が含まれている
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と考えることもできるだろう。
ところで、第１分科会の話題提供の題目と提供者（敬称略）は、次の通
りである。 
１．天使大学における入学前教育と化学・生物診断テストの実施状況に
ついて
天使大学　新井　英志
２．保健医療分野の学生を対象とする教養科目の哲学・倫理学教育
北海道科学大学　仲野　　修
３．八戸工業大学における共通教育の状況　−理系科目を主に−
八戸工業大学　川本　　清
４．協同学習を取り入れた教養化学の授業展開（４）
酪農学園大学　大和田秀一
５．ミッションコンセンサス不在下における共通教育の内部質保証
弘前大学　西村　君平
６．大学全入時代の初年次教育におけるコミュニケーション能力の育成
北海道情報大学　五浦　哲也
７．制約からの出発・岩手県立大学のグローカルな英語カリキュラム改
編の取り組み
岩手県立大学　佐々　智将・高橋　英也・江村　健介
８．東北イノベーション人材育成プログラム（DATEntre）の取り組みに
ついて
東北大学　門間由記子
以上８つの話題提供は、基本的にはどれも何らかの取り組み（実践）の
報告になっている。この取り組みは、およそ４つのグループに分けること
ができる。
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第１は、（専門課程教育のための）準備教育等の取り組みである。そし
て第２は、いわゆる初年次教育における取り組みであり、知識の専門性は
さほど問われていない教科が含まれている。第３は、教育の質評価とその
保証に関わる取り組みである。そして最後は、人材育成プログラムの取り
組みである。それぞれのグループ毎に簡単に内容を紹介する。
「（専門課程教育のための）準備教育等の取り組み」
このグループには３つの話題提供が含まれていた。
話題提供１の「天使大学における入学前教育と化学・生物診断テストの
実施状況について」（新井英志）では、まず、推薦入試ならびに社会人入
試における入学予定者に対する入学前教育の実践が報告された。「化学基
礎」「有機化学」「生物基礎」の３種の問題集と解答用を送付し、その提出
された解答に関しては添削を行い、２月下旬までに返送するとともに再度
復習をさせている。また、２月中旬に合格者が決定する一般入試・センター
試験利用入試者にも同様の学習をさせ、入学時までに自習するように指導
している。
また、入学直後に実施される化学・生物診断テストについては、成績を
基本としてクラス分けを行ったり、基準点数以下であれば、当該科目を履
修するように指導している。
ところで、入試や診断テストの結果、化学や生物に関して入学者の間で
学力差の存在が明確になったことから、今後もこのテストを継続して、入
学前教育と初年次教育を充実する必要があるという結論が述べられた。
話題提供３の「八戸工業大学における共通教育の状況　−理系科目を主
に−」（川本清）ではまず、八戸工業大学の基礎教育研究センターが紹介
された。このセンターは大学共通教育を担当し、語学、人文社会科学、理
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学系科目、体育学および教職科目が開講されている。
それから、同センターで提案された共通教育の理念が述べられた。それ
はつまり「高度な専門知識」「豊かな人間性」「総合的な判断力」の育成で
あり、「地域社会の発展」と「科学技術の振興」を目的としている。また
「高大接続」等の「専門接続」も行われているそうである。
次に、基礎教育研究センターでの「物理学リメディアル」の授業が紹介
された。この授業では、まず物理学についての興味や関心を喚起させ、こ
の関心にそって復習を組み込むことが行われている。具体的には「物理学
の発展の歴史」が授業での中心的なテーマとなっている。物理学史上の有
名な実験の紹介においては、その機器等もスライドで見せて、受講者の印
象に残るように工夫をしている。このように受講生の関心を引きおこすこ
とが、授業への取り組みにも反映していることが報告された。
話題提供４の「協同学習を取り入れた教養化学の授業展開（４）」（大和
田秀一）における「協同学習」とは、「自分の学びが仲間の役に立つ。仲
間の学びが自分の役に立つ」という理念に沿った学習であり、学習を「個
人の営み（競争）」ではなくて、「社会的営み（協同）」とみなしている。
基本的には、予習、講義、LTD話し合い学習法、そしてジグソー学習法か
ら成り立っている。
LTD話し合い学習法とは、過程プランに基いた予習と話し合いによって、
学習課題を学ぶという方法である。まず各人が「ことばの定義」「主張の
まとめ」「他の知識との関連付け」等を予習し、それをグループ内で話し
合って理解する。
ジグソー学習法とは、「グループ内で、一人一人が別個の課題を担当す
る」「各自が自分の課題の理解に努め、報告の準備をする」「グループを横
断して、同一課題の者が集まり、自分の理解・説明を披露し合う」「元の
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グループで、各自の課題を説明し合い、全体像を理解する」という過程で
行われる。
なお、今回の話題提供では、LTDについての理解内容と学修成果との関
連について調査が報告された。結果として、「協同理念の理解と化学の学
修成果がリンクしている」等が明らかになった。
「初年次教育における取り組み」
このグループにも３つの話題提供が含まれていた。
話題提供２の「保健医療分野の学生を対象とする教養科目の哲学・倫理
学教育」（仲野修）は、法学を専門にする発表者が、初めて「倫理学」の
授業を担当した際の報告である（「倫理学」は、看護学科、理学療法学科、
診療放射線学科の２年生配当であった）。
担当初年度において、発表者は自分にとって既知であるような社会問題
（パレスチナ問題や枯葉剤等）を取り上げたが、学生はほとんどの内容に
ついて知識が乏しく、当初に想定されたような授業成果は現れなかった。
そこで次年度は、学生が興味を持つと思われる医療に関わる内容（死生
学、がん告知、尊厳死等）を取り上げ、さらに３年目にはスピリチュア
ル・ケアに重点を置いた。人の死を見つめることが自分の生き方を見つめ
るきっかけとなるからである。その一環として、チャプレンの資格をもつ
他大学の教員を招いて講演会を開いた。この試みに、学科の教員の呼びか
けで他学年の学生も多数聴講し、共通教育と専門教育との連携の可能性を
示唆する予想外の成果を生むことになったそうである。
話題提供６の「大学全入時代の初年次教育におけるコミュニケーション
能力の育成」（五浦哲也）では、まず社会（企業）で求められている力と
して「コミュニケーション能力」が確認され、それから発表者自身が行っ
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た「初年次教育におけるコミュニケーション能力の育成への試み」の授業
が紹介された。
この授業では「構成的グループエンカウンター」という手法が採用され
ている。この手法は、エクササイズとシェアリングからなっており、ふれ
あいと自他発見により自己理解、他者理解が促進され、行動変容に繋がる
ことがねらいとされている。
その内容は「自己紹介・他者紹介」「すごろくトーキング」「２者択一」
「好きなものランキング」「人間コピー」「共同絵画」「リレー物語」「月世
界」「新聞紙の使い道」「トラストフォール」「スタンドアップ」「フープ知
恵の輪」という12のエクササイズとシェアリングがあり、８回の授業で行
われた。
また、受講学生に対する調査において、対人スキル等の向上が明らかに
された。
話題提供７の「制約からの出発・岩手県立大学のグローカルな英語カリ
キュラム改編の取り組み」（佐々智将・高橋英也・江村健介）における
「制約」とは、第１に、共通・基盤教育における「資源的制約」、第２に、
「岩手」という「地理的制約」、さらに震災復興途中という「制約」等が挙
げられた。
共通・基盤教育における「資源的制約」とは、昨今の高等教育における
専門教育の高度化・複雑化に伴い、過密化する時間割のなかでの教育の
質・量を担保することの難しさを示している。このような状況において e-
learning教材を用いて、英語の授業コマ数を増やすことなく学生の英語力向
上に取り組み、また外部試験を利用して、成績の可視化を狙った「英語基
礎演習Ⅲ・Ⅳ」が報告された。
この授業は、（既述の通り）授業時間としては時間割の中にまったく記
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されない自習学習である。このような学習形態についていけず、課題を提
出しなかったり、成績が優れない学生に対しては、教員が直接に面談し、
各々の学生に合った対処を行っているとのことであった。この科目の成績
に関して年々上がっているとのことである。
「教育の質評価とその保証に関わる取り組み」
このグループに属するのは、１つの話題提供のみであった。
話題提供５の「ミッションコンセンサス不在下における共通教育の内部
質保証」（西村君平）では、まず共通教育のミッションの再定義の必要性
ならびにミッションについてのコンセンサスの不在が確認された。そのう
えに、大学内での教育の質評価と保証を進めていくなかで、共通教育のミ
ッションの再定義を行う計画が表明された。
教育の質評価とその保証の具体的な方策は、カリキュラム・チェックで
ある。
これは、「意図された教育課程（意図）」「教授される教育課程（遂行）」
「学習される教育課程（結果）」の３次元の間の整合化を図るためになされ
るものであって、チェックを受けた後のカリキュラムは、その科目の「意
図」「遂行」「結果」がより分かりやすく記されるようになる。
さらに、カリキュラム・チェックの実施過程において、科目到達目標自
体の再考が行われることもあり、このことが共通教育のミッションの再定
義につながるのではないかと述べられた。
「人材育成プログラムの取り組み」
このグループに属しているのも、１つの話題提供のみであった。
話題提供８の「東北イノベーション人材育成プログラム（DATEntre）の
取り組みについて」（門間由記子）は、東北大学が主幹事校となっている
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当プログラムを紹介した。
「東北イノベーション人材育成プログラム」は、2018年 10月に文部科
学省の留学生就職促進プログラムの１つとして採択され、宮城県内４大
学・自治体・経済団体による産官学連携のコンソーシアムを設立し、人材
育成に取り組んでいる。
このプログラムでは、「日本語・キャリア教育」「国際共修・ PBL」「イ
ンターンシップ」の３科目群を通じ、日本で就職を目指す留学生がビジネ
スレベルの日本語を習得し、日本の企業文化への理解を深めることを目指
しているが、まだ２年目であり、まだ試行段階である。
なお、この話題提供８と話題提供７「制約からの出発・岩手県立大学の
グローカルな英語カリキュラム改編の取り組み」は、そもそもは第２分科
会「グローカル市民を育てる教育とは」での発表を希望されていたそうで
ある。
＜所感＞
第１分科会のテーマは「共通教育のミッションの再定義」であり、より
具体的には「新しい時代にふさわしい共通教育のミッションとは何か」と
いうことを考えることにあったが、多くの話題提供は、共通教育や一般教
養の考察よりもむしろ、「大学１〜２年次教育」での取り組みであった。
この取り組みは、基本的に、学生の学力や能力等の違いを問題としてお
り、対処としては、リメディアル教育、関心を持たせて復習を組み込む教
育、協同学習、ワークショップ的な形式、e-learningと対面指導との組み合
わせ等が行われていた。
これらの話題提供から読み取られることとしては、第１分科会の問題設
定の手前にあるような教育の状況である。あるいは、第１分科会の具体的
な問題（共通教育のミッションとして「総合的判断ができ、新しい課題探
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究を続けるべく能動的学修ができ社会の要請にこたえる人材」を育てるの
か、それとも従来どおり「幅広い教養を備えた倫理感あふれる責任ある個
人」を育てていくのか、あるいはそのどちらも探究すべきなのか）は、
「人材あるいは個人の育成」に焦点が当てられており、共通教育というよ
りもむしろ大学教育全体に関わっていると考える方が適切であるだろう。
ところで、今回の話題提供の中での共通の特長を敢えて挙げるとするな
らば、「学びの明確化と共有化」であると考えられる。
「学びの明確化」は、話題提供５の「ミッションコンセンサス不在下に
おける共通教育の内部質保証」における「カリキュラム・チェック」、話
題提供７の「制約からの出発・岩手県立大学のグローカルな英語カリキュ
ラム改編の取り組み」における「成績の可視化」等が挙げられる。
また、「学びの共有化」は、話題提供４の「協同学習を取り入れた教養
化学の授業展開（４）」における「社会的営みとしての学習」、話題提供２
の「保健医療分野の学生を対象とする教養科目の哲学・倫理学教育」にお
ける「学生の興味関心に沿う授業内容」、話題提供６の「大学全入時代の
初年次教育におけるコミュニケーション能力の育成」における「構成的グ
ループエンカウンター」等が挙げられる。
いずれも、その都度の学習において何らかのフィードバックが組み込ま
れており、学んだ結果や成果だけでなく、学び方についても再考する機会
が与えられていると言えるであろう。人（教師や友人、そして自分自身）
とプログラム（カリキュラムやシラバス）が適切に関連していくなかで、
自らの学び方を自覚し、時として変更できるような能力の育成が目指され
ている。このことは、（講義等の）従来の大学教育から、「学習者中心」の
大学教育へのパラダイム変換に応じて生じている趨勢であるだろう。
このような趨勢において、多くの学生の間で共有しやすく明確であるよ
うな事柄が取り上げられやすいように思われる。他方、学習課題のなかに
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は、すぐに言葉にしにくく、共有が難しいような事柄（個々人の価値観の
考察等）もあるだろう。本分科会に参加して、「学びの明確化と共有化」
は重要であるが、それ自体が目的になってしまうような危うさも感じられ
た。何をどのように学ぶのかということは、常に考え直さなければならな
い課題ではないだろうか。
第２分科会「グローカル市民を育てる教育とは」
本分科会の目的は、「グローカル市民」すなわち自らの力で地域・世界
を思考することのできる人材育成のために、共通教育が果たすべき役割に
ついて検討することである。一般によく用いられるグローバル市民とは、
自らと異なる文化や習慣に敬意を払い、他者の立場に共感し、これらを具
体的な行動によって表現できる人物と表すことができるだろう。これをロ
ーカルな場でも実践できる人材を、本分科会では「グローカル市民」とし
ている。具体的なテーマとしては、多文化理解、第二外国語教育、留学生
教育、メディアリテラシー、語学教育における ICTの活用、地域貢献、グ
ローカライゼーション、英語での授業などが想定されている。
第２分科会で行われた話題提供の題目と報告者は次の通りである。
１．「地域医療を支える人材の育成」のための第二外国語教育
−コミュニケーションを観察し、自言語への気付きを促す試み− 
東北医科薬科大学　木戸　紗織
２．山形大学の短期留学生を対象としたインターンシップの試み
山形大学　小田　隆治ほか
３．Introducing 21st Century skills through Game-Based Learning
山形大学　グローグ・ダグラス
− 85 −
第68回東北・北海道地区大学等高等・共通教育研究会参加報告
４．学内英語化検討WGの取り組み
北海道情報大学　竹内　典彦
５．弘前大学における留学生との交流を取り入れた教養英語科目の授業
実践とその効果　−自己調整学習の観点から−
弘前大学　立田　夏子ほか
６．Content-based Language Learning and Building an Environment for Learning
秋田大学　Ben Grafstrm
７．PBL型共修授業実践　−留学生と地域社会のニーズを満たす−
東北大学　渡部　留美
８．留学生と国内学生が学び合う国際共修
東北大学　末松　和子
９．Healthy lifestyle education and CLIL
帯広畜産大学　Marshall T. S. Smith
話題提供１は筆者による報告である。「『地域医療を支える人材の育成』
のための第二外国語教育−コミュニケーションを観察し、自言語への気付
きを促す試み−」と題して、筆者が担当するドイツ語の授業での取り組み
を報告した。筆者は、地域に貢献する医師・薬剤師を育成するという本学
のミッションと、グローバル人材を育てるという第二外国語教育の接点を
探ることが重要と考え、外国語の学習を通して母語への関心を高めより良
いコミュニケーションの取り方を学ばせるという試みを行っている。本研
究会では、授業での取り組みとその背景を述べた上で、学生の反応と今後
の課題について報告した。質疑応答では、学習者が自ら学習方法を模索す
るという授業形態が受講への動機付けになっているという点について、高
い関心が寄せられた。以下の話題提供にも見られるように、いかに受講生
の興味を掻き立て学習意欲を高めるかは、多くの教員の関心事である。学
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生を授業の主体に据えることにはその効果が期待できるのではないだろう
か。さらに、自身に適した学習方法を発見することには、在学中だけでな
く社会に出てからも自主的な学習を促す効果がある。初年次教育の観点か
らもこの点を重視して取り組んでいきたい。
２つ目の話題提供、山形大学の小田隆治、グローグ・ダグラス、松坂暢
浩の３名による「山形大学の短期留学生を対象としたインターンシップの
試み」は、短期留学生向けのインターンシップに関する報告である。これ
は、イギリスの協定校から派遣されている短期留学生が、酒田青年会議所
の協力のもと「おしんの宿」として有名な若葉旅館でインターンシップを
行うというものである。留学生は、この経験を通して自身の職業適性につ
いて考え、異文化社会での活動に必要な様々なスキルを習得し、さらに酒
田の文化や自然について世界に発信するというグローカルな活動について
学ぶ。留学生がたった一人で旅館に住み込み２週間にわたってインターン
シップを行うというこの野心的な取り組みは、留学生本人にとって日本の
習慣や市井の人々と接する貴重な機会であり、また地域にとっても地元の
魅力を留学生の目線で世界に発信する好機である。留学生と受入コミュニ
ティ、双方のメリットが考えられており、質疑応答でもこの点が主に取り
上げられた。
話題提供３、山形大学のグローグ・ダグラス氏による「Introducing 21st
Century skills through Game-Based Learning」は、ゲームを通して 21世紀型
スキルを身につけさせようとする試みである。OECDによる３つのキーコ
ンピテンシーや中央教育審議会の「生きる力」など、世界中の様々な団体
が、IT化・グローバル化が進む中で今後必要となるであろう新しい技能や
能力を定義している。そのうちの一つ、21世紀スキルパートナーシップ
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（P21）が提唱している「４つの C（Collaboration, Communication, Critical
Thinking, Creativity）」の育成と、Game-Based Learning という手法を組み合
わせ、発表者は上記の４技能の習得と英語の能力の向上を目指す授業を行
っている。学生はグループごとにボードゲームを割り当てられ、協力して
ルールを理解し、ゲームを楽しみ、レポートにまとめるという課題に取り
組む。その中で、グループ内での会話を通して英語の能力を向上させ、ま
た適切なコミュニケーション方法を学ぶ。例示されたボードゲームはルー
ルが複雑で相当な難易度であるように思われたが、ゲームとは本来楽しむ
目的で作られていることから、学生の好奇心を刺激し学習意欲を高める効
果が期待できるだろう。
北海道情報大学の竹内典彦氏による４つ目の話題提供「学内英語化検討
WGの取り組み」は、学内 FDに関する発表であった。発表者が代表を務め
るワーキンググループは、学生の英語力の向上や英語で授業を行うための
教員向けマニュアルの作成を目標に、様々な取り組みを行っている。当日
はその具体的な内容が示され、同様の課題に取り組む多くの参加者から熱
心な質問が相次いだ。とりわけ共感を得たのは、放課後に行うカフェ形式
の集まりではそれほど参加者が集まらないという点である。授業後や業務
終了後は、時間が取りやすい反面、参加を促すには適切な時間帯とは言い
難い。手軽さよりも手間をかけて授業やイベントとして展開しスキルアッ
プの場とする方が、参加者の集中力を高め取り組みを継続させるのに効果
的であることが示された。
話題提供５「弘前大学における留学生との交流を取り入れた教養英語科
目の授業実践とその効果−自己調整学習の観点から−」も、英語の授業に
関する発表であった。発表者である弘前大学の立田夏子氏、佐藤孝宏氏は、
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世界の多様な英語に触れる機会と提供しようと、国籍の異なる５名の留学
生との交流を授業に取り入れている。留学生は必ずしも英語が母語ではな
く発音も教科書的な標準発音とは異なっているが、実際に世界で話されて
いる英語はこのように多様で必ずしも聞き取りやすいとは限らない。受講
生は、留学生へのインタビューやプレゼンテーションを通して多様な英語
に触れつつ、独自の学習目標を設定し、英語力を向上させることを期待さ
れている。発表者が、一連の取り組みを自己調整学習という観点から分析
した結果、学習意欲が高まることで受講生が自己の段階を分析し新しい学
習目標を立てるという学習プロセスが確認できたとのことであった。
続く６つ目の話題提供も、異文化との交流をテーマとした英語学習の取
り組みと言えるだろう。秋田大学の Ben Grafstrm氏による「Content-based
Language Learning and Building an Environment for Learning」は、英語で松尾
芭蕉の『奥の細道』を読むという上級者向けクラスの報告である。本科目
も日本人学生と留学生の混合クラスである。発表者は、既存の英語クラス
が高難度の学習内容を提供していないことを問題視し、本科目を設定した。
英語による日本文化の紹介や文学作品の読解を通して、留学生にとっては
日本に関するより良い学習機会を、日本人学生にとってはよりハイレベル
な英語の学習機会を提供するよう努めているとのことだった。本科目を実
施するうえで、教員には『奥の細道』に関する十分な知識と俳句を適切に
訳すという高度な技能が要求されることから、報告者の本科目に対する熱
意がうかがわれる。
次の２つの発表は、ともに東北大学の国際共修に関する報告である。話
題提供７、東北大学の渡部留美氏による「PBL型共修授業実践−留学生と
地域社会のニーズを満たす−」は、秋保地区を舞台とした問題解決型授業
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の報告である。報告者は、留学生の多くが日本人と交流する機会を求めて
おり、日本政府も留学生の就職率を引き上げようとしていることに着目し、
両者のニーズを満たす授業を計画した。授業は集中講義形式で週末に行わ
れ、日本の産業構造などに関する講義と、秋保地区への訪問および関係者
へのインタビューで構成されている。受講者は、これらの学習成果をグル
ープ討論によって深め、秋保を訪れる外国人を増加させるためのアイデア
としてまとめる。本科目は地元関係者や旅行会社を巻き込んだ非常に大規
模なものであり、東北大学ならではの試みと言えるだろう。受講生が留学
生13名に対し日本人学生６名とややアンバランスであること、内容的に留
学生を前提としていて日本人学生の関与が曖昧であることなど共修授業と
しては検討の余地があるが、今後の展開が期待される。
同じく東北大学の末松和子氏による８つ目の話題提供「留学生と国内学
生が学び合う国際共修」では、カリキュラムの国際化がもたらす学習効果
が紹介された。報告者は、異文化間教育の実践者による協働プロジェクト
を統括しており、国際共修の教育的価値と効果的な教授法を研究している。
報告者によると、国際共修授業は既存の授業形式に比べ、異文化理解、多
様性の受容、コミュニケーション力、主体性の滋養など、学生の成長を促
す学習機会が多く含まれているという。とりわけ報告では学習者の学びに
重点が置かれ、自分について知るというメタ認知の効果が強調されていた
が、質疑応答ではこの点がやや飛躍しているのではという指摘があった。
たしかに本報告では豊富な実践例が紹介されたが分析が不十分な部分もあ
り、これらの課題が今後検討されより効果的な教授法の開発につながるこ
とが期待される。
最後の話題提供「Healthy lifestyle education and CLIL」は、帯広畜産大学
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の Marshall Smith 氏による CLIL（内容言語統合型学習）の実践例の報告で
ある。報告者は、健康な生活をテーマに英語の授業を行っている。当日は
具体的な授業内容が紹介され、さながら模擬授業を受けているようだった。
健康な生活を送るためには何が必要かという問いには、多くの人が関心を
持つだろう。注目度の高いテーマを掲げることで受講生のモチベーション
を高めつつ、水、食事、運動といった具体的なトピックを示して理解を促
す工夫がなされていた。
以上のように、第２分科会では９名による話題提供が行われた。「グロ
ーカル市民を育てる教育とは」というテーマの通り、外国語や留学生とい
うグローバルなものを、地元のコミュニティや日本人学生、地域の課題と
いったローカルなものと融合させようという試みが報告された。実践報告
から理論的な裏付けのあるものまで様々だが、文法だけを学ぶ外国語の授
業や留学生を隔離するクラス編成を改め、語学力プラスアルファを目指す
という点では一致していた。語学学習に付加価値をつけるためには、語学
の知識だけでなく、『奥の細道』（話題提供６）や健康な生活（話題提供９）
といった専門外の知識や、地域コミュニティ（話題提供２）や企業（話題
提供７）との連携、自己学習の支援（話題提供１）や教授法の確立（話題
提供８）などの教育学的アプローチが必要となる。教員の側にも、新しい
知識や教育法を求めて学び続ける姿勢が求められている。
一方で、９つの話題提供のうちほとんどが留学生と英語に関するもので
あった。募集段階で様々なテーマが想定されていたにもかかわらず、発表
の内容が外国語教育に偏っているのは今後の検討課題とすべきだろう。た
しかに外国語教育が該当しやすいテーマではあるが、地域貢献という点で
は医療系や経済系にも関係があるし、英語での授業は多くの分野で試みら
れている。多様性、多文化理解をテーマとする分科会が外国語教育とりわ
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け英語教育に偏っている —— この点についても、我々は問題意識を持って
取り組んでいかなければならない。
第３分科会「カリキュラム改革とFD／SDの実践」
第３分科会では話題提供が８回行なわれた。題目と講演者は次の通りで
ある。
１．学科混成と学科単独の２種類のゼミによる初年次リテラシー教育の
実践とFD
名寄市立大学　石川　貴彦
２．授業改善を目的とした基礎ゼミでの対話の試み　
小樽商科大学　田島　貴裕
３．多様な学生への対応を目指したSTEM教育
−物理学における取り組み−
帯広畜産大学　斉籐　　準
４．学部横断型クラス編成の地域学ゼミナールについて　
弘前大学　藤崎　浩幸・西村　君平・呉書　　雅
５．カリキュラム改革に必要なFD研修のあり方について　
北海道大学　山本　堅一
６．大学教育における主体的学習を促すカリキュラムの工夫
−福島大学「自己学習プログラム」の展開−　
福島大学　鈴木　　学
７．大規模理科実験科目におけるFD研修　　
東北大学　中村　教博
８．学生を街中に放て　−「あいずまちなかキャンパス」の試み　
会津大学　青木　滋之　
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話題提供１は名寄市立大学における初年次リテラシー教育の紹介であ
る。2006年から１年次に基礎演習Ⅰ・Ⅱ（前期・後期）を全員必修で 10
人以下のゼミを教養部教員中心に 14ゼミ行ってきたが、2016年から入学
定員が50名増えたために演習室の確保、担当教員の確保が困難になった。
そのため、基礎演習Ⅰは教養部教員が２ゼミ受け持ち、基礎演習Ⅱは専門
基礎演習と名称を変更して、所属学生を学科教員が担当するように変更し
た。ゼミについては、共通のガイドラインを定め、授業アンケートを前期
末、後期末に実施して、結果に対する意見と改善策を年度末の学習会で報
告し、次年度の検討を行っている。ただ、専門基礎演習では学科によって
内容がまちまちで、本来の目標から外れているところもあり、今後検討を
続けるとのことだった。
話題提供２は小樽商科大学における基礎ゼミナールの紹介である。１，
２年次における基礎科目は「人間と社会」、「社会と人間」、「自然と環境」、
「知の基礎」、「健康科学」にわかれるが、基礎ゼミナールは「知の基礎」
に属しており、15名程度の小人数教育を行っている。内容は（１）文献・
資料検索（２）パソコン・インターネット（３）文献を読み、人の話を聞
いて内容を調べる（４）論理的に考えて、意見を述べる（５）指定書式に
従ってレポートを作成するということである。基礎ゼミナールでは、毎回
冒頭で自己紹介や体験入会した部活・サークルの話、心配事などを自由に
話してもらい、学生同士で質疑応答なども行った。
最後はパワーポイントで発表をさせたが、大体全員発表することができ
たということだった。この話題発表について、自分のことが話せないよう
な学生はいなかったのかという質問が出た。これについては、はじめは難
しいが、だんだん慣れてきて問題はなかった。小樽商科大学は大体がサー
クルに入るので打ち解けた雰囲気を作ることができたようだとの回答があ
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った。内容としては面白い実践だった。
話題提供３は、帯広畜産大学における物理学の実践例の紹介である。
STEM（科学・技術・工学・数学）分野の題材を取り入れて、グループワ
ーク・オンライン学習を行うという内容であった。特にグループワークで
はジグソー法を取り入れ、活性化を行ったということだった。物理の授業
としては異例のものであるが、アクテイブラーニングのすぐれた実践だと
思った。グループワークだとできないのがわかって恥ずかしいという学生
がいるので、個人ワークも認めているが、成績はその場合あまりよくない
そうだ。
話題提供４は弘前大学における新しい教養教育として実施した１年前期
の基礎ゼミナール（学部学科ごと）、１年後期の地域学ゼミナール（学部
横断型）の紹介である。まず、平成26年度にワーキンググループを編成し
て、授業運営案・授業実施の手引きを作成した。平成27年度は前期２クラ
ス、後期４クラス（５から20名程度）で試行授業を行った。その後、担当
者説明会・グループワーク講習会を５回行い、平成28年度から54名の担
当教員で本格的に実施した。地域学では「青森」について学習し、ブレー
ンストーミング・ KJ法などを行った。100点満点で評価しているが、学生
には「秀・優・良・可」でだしている。
学生からは「目標が易しすぎる」という苦情があったが、２・３年でこ
の授業に接続する授業があると説明したそうだ。大きな混乱はなく授業が
実施できたので、改善意見を集めて次年度に向けて準備するということだ
った。
話題提供５は北海道大学の山本堅一氏による FD研修のあり方に関する
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意見の紹介である。山本氏は FD研修の専門家であり、北大では年間40回
程度の FD研修を行っているそうだ。この話題提供はカリキュラム改革を
行うための注意点・経験談をまとめて紹介し、FD研修のあり方について山
本氏の考えを述べたものである。例えば、カリキュラム改革が難しい理由
として、総論（カリキュラム改革は必要か）では賛成だが、各論（あなた
の授業は必要か）では反対になる、新しい試みは提案されるが、中々授業
を減らそうという議論にはならないといった経験を述べていた。山本氏に
よると、全国のカリキュラムマップを検討したが東北医科薬科大学のカリ
キュラムマップはすばらしいということで、私は驚いた。
話題提供６は福島大学における「自己学習プログラム」の紹介である。
講演者の鈴木氏は教育センター所属で、共通教育委員会委員である。現在、
福島大学のカリキュラムは「共通領域・専門領域・自己デザイン領域・自
由選択領域」から構成されているが、「自己学習プログラム」は自己デザ
イン領域に分類されており、内容は学生が自主的に協働して学習を行い、
評価は合格・不合格の２つである。「自己学習プログラム」を申請したい
学生はプロジェクト学習（地域ボランテイア・フイールドワーク・イベン
ト企画など）か、自主的学習（教官が主催するプログラムに参加）のいず
れかを選んで申請し、活動時間が 45時間程度で１単位、90時間程度で２
単位を認定するそうである。教官のプログラムにどのように学生が応募す
るのかという質問が出たが、別の授業などで紹介したり、人づてに宣伝し
ているということだった。本学のように、カリキュラムが詰まっている大
学では無理だが、とても面白い試みである。
話題提供７は東北大学における大規模理科実験科目の紹介である。この
試みは2004年から始まっており、本研究会でも何回か話題提供されている。
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東北大学では初年次学生（理科系・文化系）向けに、「自然科学総合実
験・文化系のための自然科学総合実験」を開講しており、理科系学生1600
人（必修）、文化系学生50人（選択）が履修している。非常に大規模な実
験科目であり、その実施については全学で行っているがとても大変である
ことがよくわかった。現在、12課題についてそれぞれ 13ペアでグループ
ワークを行っているが、当初に比べてマンネリ化が進み、教官の熱意が低
下しているそうだ。それでも、この実験科目に関する FDを毎年行い、評
価方法にも工夫しているとのことだった。ただ、ルーブリック評価を取り
入れようとしたが、とても煩雑で今回は止めたそうである。
話題提供８は会津大学における「あいずまちなかキャンパス｣という試
みの実践発表である。「学生を街中に放て」というのは刺激的なタイトル
であるが、会津大学の教養科目「会津の歴史（英語）、科学史（英語）、哲
学（日本語）」の一部として、日本語および英語の授業を、一般人・高校
生・留学生を巻き込んでグループディスカッションを市民講座として公開
で行ったというものである。聞くだけで非常に面白い試みであるが、きっ
かけは「座学だけでは学生となれ合いになってつまらない」ので、学生を
街中に放って市民とふれあい、ショックを与えたいということだそうであ
る。これまで、「野口英世」を市民と一緒に勉強しようということで、学
生60人、市民20人、コーディネーター10人（社会教育委員会）で勉強会
を行なったり、「会津の歴史」について市民と議論をしたそうである。会
津若松市には「あいづっこ宣言」というものが町中に掲示してあり、１．
人をいたわります　２．ありがとう・ごめんなさいを言います　３．がま
んをします　４．卑怯なふるまいをしません　５．会津を誇り年上を敬い
ます　６．夢に向かってがんばります　と宣言した後「やってはならぬ
やらねばならぬ　ならぬことはならぬものです」と文章があって、小学生
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はみんな暗記するそうである。また、「明治維新」とは言わなくて「戊辰
戦争」と言うのが当然だという頑固な会津人が多く、このような風土に接
することで学生にはとても刺激になったそうである。
（３）全体会Ⅱ
事例報告「内なるグローバルと共通教育−言語・文化教育を柱として−」
二日目に行われた全体会Ⅱでは、慶応義塾大学経済学部教授の境一三氏
より、外国語教育の観点から見た共通教育の在り方について講演があった。
英語教育の比重が増す中で、改めて日本社会や大学教育における英語の存
在意義を問いつつ、「グローバル」という語が意味するものと、単言語・
単一民族と見なされがちな日本社会がいかにグローバル化しているかに目
を向けさせ、最終的に今後の共通教育が取るべき「共生のための教養」と
いうビジョンが示された。以下に論点をまとめる。
近年、研究内容を他国の研究者と議論するためには英語が必要であると
して、多くの大学で英語の習得が重視されつつある。しかし、たとえば文
学研究や歴史研究、個別の法律など、分野によっては英語以外の言語が不
可欠な場合がある。加えて、教育という視点で考えれば、相手の言語や文
化を尊重する姿勢、実体験に基づく異文化間のコミュニケーション力、英
語を相対化する能力（英米の英語を尊重しすぎない姿勢）もまた必要なの
ではないだろうか。そして忘れてはならないのが、第一言語、すなわち母
語の重要性である。母語で論理的に考え簡潔な日本語で表現する能力を養
うことが、結果的に外国語の能力を向上させ研究を深めるのである。
次に、日本における外国人、移民との関係に目を向けてみよう。日本に
は移民受け入れを前提とした政策が存在しないが、他国の例を見ると、移
民の子供に教育を受けさせる義務が法で定められている。たとえば、ドイ
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ツでは移民へのドイツ語教育が義務化されており、すべて税金によって賄
われる。現在日本では、特定の職種で外国人の受け入れが議論されている。
このような移民政策を導入すれば彼らの教育についても検討する必要があ
るが、はたして今の社会でコンセンサスが得られるだろうか。すでに政府
はインバウンドの促進によって外国人観光客を増加させようとしており、
それに伴って民間企業では外国人従業員の雇用が進んでいる。こういった
現象は日本社会の多言語化、多文化化を促進しており、たとえば横浜のあ
る小学校では外国籍の児童が45％（外国にルーツを持つケースを含めると
50％以上）に上る。日本社会はすでに国際化しているとみなすべきである。
国際化を表す言葉として、グローバルという語が用いられるようになっ
ている。かつて頻繁に用いられていた“international”が国家（nation）を
前提としているのに対し、“global”は地球（globe）規模を意味している。
この言葉に従うならば、国家や国籍を超えるための語学力ではなく、文化
を超えるためのコミュニケーション力こそ重視しなければならない。日本
の外国語教育の変遷を見てみると、90年代までは読解力を中心とした受信
型の外国語教育だったが、その後会話練習を取り入れて発信型に転換した。
そして2000年代以降は、協調的・自律的言語学習者の育成を使命とする共
生型の外国語教育が試みられている。語学力の向上だけでなく、言語学習
で困難を経験することで相手の痛みを理解する、通訳などの媒介能力によ
って相手を助けるといった観点をも取り入れている点が特徴である。具体
的に言えば、日本語に苦労する外国人に共感し、相手の言語に合わせたり
簡単な日本語に置き換えたりといった工夫ができる人材の育成を目指す。
ここで重要なのは、言語を使いながら学習するという点である。タスク解
決のために言語を使うことによって言語を学ばせるというこの手法は、
Learning by Doing（独： Lernen lernen）として近年非常に注目されている。
また、母語話者モデルをとらないこと、すなわちハイレベルな語学力を身
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につけることを目標とせず、会話を成り立たせるために必要な種々の能力
を総合的に伸ばそうとしている点も重要である。より高度な学習は、各専
門分野の内容と関連させて学習させることが望ましい。
最後に、今後の外国語教育の課題とは何か。大学は、日本国内の国際
化・グローバル化に対応した「共生のための教養」を身につけさせ、これ
に適した外国語能力および易しい日本語を話す能力を養わなければならな
い。その上で、専門課程と連携して専攻に資する高度な語学力を習得させ
る体制を整えなければならない。
講演の内容は以上である。この中で最も興味深いのは、外国語学習と専
門課程の連携が示されている点である。たしかに近年、専門課程の拡充に
伴って外国語教育は時間数が削減される傾向にある。では、それによって
専門課程の内容が深化したかといえば、必ずしもそうではない。外国語科
目の縮小は、専門課程における外書講読の減少、ひいては専門領域の縮小
を意味する。外国語教育と専門課程は競合するものではなく、むしろ互い
の学習内容を共有することで相乗効果が期待できる。すなわち、主に低学
年を対象とする外国語教育は初歩的な外国語と学習の基礎の確立を、高学
年を対象とする専門課程では専門性を高めるために高度な外国語を、とい
った具合である。外国語と母語の関係も同様である。外国語を学習する中
でコミュニケーション上の困難を克服する能力を身に付けることは、母語
でのコミュニケーション力を向上させることにつながる。優れた母語話者
であることが研究や職務、日常生活にとって有益であることは言うまでも
ないが、今日の大学教育には残念ながらこの領域が整備されていない。英
語、外国語、母語、あるいは教養課程と外国語科目と専門課程が教育目標
を共有し、連携して共生のための能力を育成することが望まれる。
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